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中国政府が重要な増値税減税措置を公布、増値税法立法の新た

な段階に移行 

背景 

李克強国家総理は、2019年3月5日に開催された第13期全国人民代

表大会第2回会議（「両会」）で政府活動報告を行い、製造業などの

業界で現行適用されている増値税率を16%から13%に、交通・運輸業

や建設業などの業界の現行増値税率を10%から9%に引き下げることを

公布した。この重要な変化は、企業や消費者にとって間違いなく朗報であ

り、また、中国政府が特定業界の経済活力を高め、税負担軽減に向け

て重要な一歩を歩み出したことを示している。 

中国政府はこれまでも増値税を経済調整の重要なツールとして活用して

きた。今回の政府活動報告からも、このような政策意図が表れている。中

国政府は、過去1年以内に既に増値税の最高税率を約25%軽減した

ことになる。中国の増値税率は、2018年5月1日からそれまでの17%か

ら16%に軽減され、今、それを更に13%にまで引き下げる予定である。

今回の税率調整後、中国増値税の最高税率は、OECD諸国の付加価

値税の平均税率である19%を大きく下回ることとなる。 

今回の税率引下げは、中国の増値税改革の新たな一歩となるだろう。政

府活動報告によると、現行の3税率区分の増値税率（即ち、今回改正

後の増値税率6%、9%、13%）は、今後徐々に2税率区分の増値税

率に簡素化される予定である。2019年から2020年にかけて、現行の増 
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値税暫定条例及び営業税から増値税への移行改革に関する試行政策

などは増値税法に統合される。中国政府は、増値税法の立法において、

どの程度まで増値税改革を推進し、かつOECDの 増値税基本原則に歩

み寄るかが注目される。 

今回の政府活動報告によると、税率の引下げに加えて、他の増値税優

遇税制も取り入れる見込みである。例えば、生産や生活関連サービス業

に対して仕入税額割増追加控除などの措置があり、すべての業界で税負

担の軽減による恩恵を享受できることを確保する。今回の増値税率の調

整は、税務上の処理に大きなチャレンジをもたらすことはないように見える

ものの、企業は依然として多くの問題点を考慮しなければならない。本アラ

ートではこれらの問題点を詳述する。  

新税率の適用開始日 

李克強総理は、政府活動報告において、新税率の適用開始日について

言及していないものの、それを2019年の税務改革目標の1つとして掲げ

ているため、近日中に関連する税務法令が公布される見込みである。

2018年の税率調整への対応経験から、企業は近いうちに税率引下げに

よる恩恵を享受できるだろう。このため、企業は新税率の適用に向けて、

業務やシステム面において入念に準備しなければならない。 

影響を受ける業界 

政府活動報告によると、製造業などの業界では13%の増値税率を適用

し、交通・運輸業や建設業などの業界では9%の増値税率を適用すると

示している。 

これまでの増値税率調整への対応経験、特に2018年3月公布の増値

税率引下げ政策（製造業などの業界で適用される増値税率を17%か

ら16%に、交通・運輸業、建設業、電気・通信サービス業などの業界及

び農産品などの貨物に適用される増値税率を11%から10%に引き下げ

た）を振り返ると、現時点で16%及び10%の増値税率を適用している

課税項目の適用税率をそれぞれ13%及び9%に引き下げることは合理

的に予測できる。増値税率をこのように調整してこそ、中国政府の税率区

分の簡素化目標に合致できる。また、増値税率引下げの目的の1つが消

費者の経済活動の活発化であるならば、いかなる税率の引下げも必然

的に小売分野に転嫁されるため、今回の税率調整は経済活動において

ある特定段階のみに適用されるものではない。したがって、今回の税率調

整は幅広く適用されるものと予測される。 
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近々公布される正式な政策文書は、下記税率の適用範囲を明確化す 

るだろう。 

適用範囲 現行税率 
2019年から適用

開始の新税率 

 
物品販売、加工、修理補修の

役務、動産のリース又は商品の

輸入 

16% 13% 

交通・運輸、郵便サービス、電

信サービス、建築・不動産リー

スサービス、不動産販売、土地

使用権譲渡、農産物・水道・

石油ガス等の物品の販売又は

輸入 

10% 9% 

金融サービス、現代サービス

（研究開発及び技術サービ

ス、ITサービス、文化創意サー

ビス、物流サポートサービス、鑑

定・コンサルティングサービス、放

送サービス、ビジネスサポートサ

ービス及びその他）、生活サー

ビス（文化・スポーツサービス、

教育・医療サービス、旅行・娯

楽サービス、飲食・宿泊サービ

ス、住民への日常サービス及び

その他）の提供 

6% 6% 

政府活動報告は、すべての業界の税負担軽減を目的としており、増加

する業界はないとしているが、現段階ではまだ具体的な政策内容を公表

していない。同報告では、現行の6%の税率をそのまま据え置くことを示し

た。しかし、6%の税率で売上増値税を納付する業界でも、今回の税率

調整による恩恵を享受できる。なぜなら、仕入段階で13%又は9%の

税率を適用することで、仕入価格の低減に繫がる可能性が高いためであ

る（例えば、支払う不動産賃貸料、企業が経営過程で使用する設備

や他の間接原価など）。 

KPMGの所見 

増値税率の引下げは企業や消費者が一様に待望してきたテーマである。

今回、物品類の貨物に適用されてきた増値税率が16%から13%に引 
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き下げられることは、中国政府が現行の3税率区分の増値税率を2区分

にさらに簡素化させ、増値税法の立法段階に移行しようとする目標を着

実に進めている証しである。しかし、政府活動報告によると、現行の6%

の税率を据え置くことから、現時点では、増値税率が将来的に13%及

び9%の2区分になると即断するのは時期尚早である。企業が上述の税

率調整にスムーズに適用できるためには、税率の引下げによる売上税額

への影響に注目するだけでなく、税負担の軽減が仕入価格の低減につ

ながることも保たなければならない。このため、サプライヤーとの幅広い協

議が必要である。 

重要なことは、税率16%と10%の2区分の増値税率をそれぞれ13%と

9%に引き下げることで企業にとっても重要な影響をもたらすだろう。今後、

企業は下記の課題を検討する必要がある。多くの課題は、未だに公表さ

れていない実施細則及び税務担当官の解釈によって明確にされるであ

ろう。新税率の適用開始日はまだ公表されていないものの、それによる主

な影響を重視するひつようがある。 
 

論点 影響 

納税義務の発生

時期 

新税率の適用開始日が公表された後も、下記のど

の時点で課税されるのか未だに明確ではない。 

(a) 増値税の課税対象となる取引（行為）の

発生時点 

(b) 納税者が売上税額を計上すべき時点、又

は 

(c) 増値税専用発票の発行時点 

この問題はさらに明確にされなければならない。増値

税改革の対応経験を前提にすれば、原則的に上記

(b)が適用されるだろう。 

前払金の取扱 

納税者が新税率の適用開始日以前に受領し、適

用開始日以降に消費される貨物或いはサービスに

対する前払金は改正後の増値税率を適用可能か

否か不明確である。例えば、航空業界では、顧客が

新税率の適用開始日以前に、適用開始日以降の

航空券を予約・購入する場合がある。 
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みなし販売 

サプライヤーが新税率の適用開始日以前に購入

した貨物（税率16%で仕入増値税控除）を、

適用開始日以降に贈与に使用した場合、みなし

販売をどのように合理的に適用税率を確定する

か。 

製品売上の返品 

新税率の適用開始日以前に販売された貨物が適

用開始日又はそれ以降に返品された場合、販売

業者の売上税額及び販売先の仕入税額を控除

するには、赤字発票を発行しなければならない。

控除処理を行う際の適用税率はいずれも13%で

なく16%である。このような状況の場合、実務上

で下記の問題が発生する。すなわち、適用開始日

又はそれ以降の新規取引の貨物は税率13%を

適用するか否かである。また、サプライヤーも税率

の改正が受注に影響してくると予測し、それは顧

客側が増値税の低税率を適用できるよう大口貨

物の発注を新税率の適用開始日以降に遅らせる

可能性が高いからである。 

契約上の条項 

契約書に増値税に関する条項がある場合、価格

表示を増値税を外税で表示する場合には当該

契約は新しい増値税率を適用するのは容易であ

る。なぜなら販売用貨物の適用税率を16%から

13%に改めるだけでよい。 

ただし、契約書に増値税に関する条項が税込価

格の内税で表示されている場合、契約上から調

整が困難である。なぜなら、税率軽減された分が

サービス受入側に帰属するか否かが往々にして取

引当事者双方で交渉すべき問題として浮上す

る。 

将来的に増値税率が再び改正され、2区分に簡

素化・統合されることも想定し、増値税の税込価

格で表示する方法は重要な問題となるだろう。 
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価格設定 

販促活動で販売価格を表示している企業は、消

費者に節税のメリットを享受してもらうため販売価

格の表示を調整すべきである。調整しなければ市

場競争力を一段と落とすことになる。 

年度価格表 

一部業界のサプライヤーは毎年、年明け早々に

年度製品価格表（標準価格表）を設定する慣

習がある。このようなケースでは、サプライヤーは増

値税率の軽減に伴う年度価格表に記載の製品

価格の見直しの可否が問題となる。 

棚卸資産 

企業が棚卸資産を購入する場合には増値税率

16%を適用するが、税率調整以降に販売する場

合では増値税率13%を適用することになる可能

性がある。 

割引の取扱 

数量に応じた割戻又は価格割引は、割引対象

取引で控除できない場合（対象取引の発票に

直接表記、または追って、取引の金額から控除す

るには赤字発票の発行が必要）、次回の取引で

金額控除する。新税率の適用開始日以前に割引

されても適用開始日以降に販売価格から控除さ

れるのであれば当該割引額は実質的に低下して

いる。 

製品価格の改定 

一部業界の慣行では、各製品価格の小数点以下

を四捨五入若しくは製品価格888元のように特徴

的に設定している。このようなケースでは増値税率の

軽減は必ずしも価格低下に直結しないため、サプラ

イヤーの利益は増えることになる。サプライヤーの製

品価格改定動向についても注視する必要がある。 
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不動産の取得 

財税[2016]36号規定によれば、2016年5月1

日以降に取得した有形固定資産に計上されている

不動産又は2016年5月1日以降に取得した不動

産建設プロジェクト（建設仮勘定）に関する仕入

税額は、取得日から2年の間で売上税額から控除

可能である。1年目に控除できる仕入税額率は

60%で2年目が 40%である。当該2年の間に新

税率の適用開始日が含まれる場合、2年目の仕入

税額を計算する際に適用する税率は9%となるか、

それとも改正前の10%とするかが問題となるが、後

者が合理的であろう。 

転用資産（用途

変更） 

財税[2016]36号規定では、資産の用途を変更

した後の仕入税額控除が明確にされている。例え

ば、仕入税額控除可能な項目から、仕入税額控

除が出来ない項目へ改めることが認められている

（逆もまた然り）。これにより、資産の用途を変更

した後の仕入税額の計算は改正後の増値税率と

なるのか、それとも改正前の増値税率を適用するの

かが問題となる。上述同様に、後者が合理的であ

ろう。 

輸出貨物の増値

税還付率 

製品貨物の輸出に対して増値税はゼロ税率が適

用されるが、異なるHSコードに対応する輸出貨物

品に適用される輸出増値税の還付率は異なってい

る。このため、現行の輸出増値税還付率0%、

6%、10%、13%、16%は国務院の定めに従い

調整される可能性が高い。 

システムの変更 

企業は仕入税額を処理する、或いは売上税額を

処理する場合、いずれも13%と9%の税率を適

用して処理できるようにITシステムを変更しておか

なければならない。 

支援サービス 

貴社が今回の増値税改正に伴うサポートをご希望される場合には、

KPMGの税務コンサルティングチームまで、お気軽にご連絡ください。お問

合せ先は次ページをご参照ください。
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